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研究成果の概要（和文）：本研究では、福島第一原子力発電所事故（以下、福島原発事故）発生以降に放射線測
定を行なった市民が生み出した放射線データの社会的意義を検証した。「みんなのデータサイト」が東日本17都
県で行なった「東日本土壌ベクレル測定プロジェクト」を事例研究の研究対象として、「みんなのデータサイ
ト」がどのように放射線データを生成・発信したかを文献調査と聞き取り調査などを通して明らかにしたうえ
で、これまで注目されてこなかった市民によって生成されたデータの利用者（放射線データの受け手ないし利用
者）がどのように「みんなのデータサイト」のデータを日常生活のなかで活用したかを検証した。

研究成果の概要（英文）：This study investigates the role of Minna no data site (Combined Database of
 Independent Radioactivity Measurement Labs) in shaping data on soil contamination after the 
Fukushima Daiichi nuclear disaster. While many studies have focused exclusively on how people 
engaged with data production practices after the disaster, this study shows the role of grassroots 
data or civic data in the post-Fukushima Japanese society by taking a look at how the data were 
actually used in everyday life.  
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究を開始した2016年度以前には、福島原発事故後に市民が自らの手で放射線測定器を用いて放射線を測定し
たうえで、インターネットやソーシャルメディアを活用して多くの放射線データを発信・拡散したという現象は
マスメディアや一部学者の関心を引いていたものの、市民が生成した放射線データの社会的役割に着目した研究
はほとんどなかった。研究代表者は「みんなのデータサイト」が東日本17都県で行なった東日本土壌ベクレル測
定プロジェクトを事例研究の対象として、放射線データの送り手とそのデータの受け手の双方に聞き取り調査を
行い市民によって生成された放射線データの社会的意義の一端を明らかにした。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）本研究を開始した 2016 年度以前には、福島原発事故後に市民が自らの手で放射線測定器
を用いて放射線を測定したうえで、インターネットやソーシャルメディアを活用してさまざま
な放射線データを発信・拡散したという活動（「草の根放射線測定ネットワーク」）はマスメデ
ィアや一部学者の関心を引いていたものの、市民が生成した放射線データの社会的役割に着目
した研究はほとんどなかった（引用文献①など）。 
（２）研究代表者はこれまで自身が行ってきた草の根放射線測定ネットワークに関する研究成
果をもとに、草の根放射線測定ネットワーク「みんなのデータサイト」が東日本 17 都県で行な
った土壌測定プロジェクト（正式名「東日本土壌ベクレル測定プロジェクト」。プロジェクトの
期間は 2014 年 10 月から 2017 年 9月まで）を事例研究の研究対象として、市民によって生成さ
れた放射線データの社会的意義について調査を行なった。 
 
２．研究の目的 
当初の研究の目的は主に以下の四点であった。 
（１）本研究の研究対象である自らの手で放射線測定を行う市民（「みんなのデータサイト」に
関与している市民だけではなく、放射線測定を行う市民全体を指す）と市民の生成するデータ
がどのようにマスメディア（具体的に言えば、全国紙の『朝日新聞』『読売新聞』『日本経済新
聞』）で取り上げられていたのかをマスメディアの報道調査を通して明らかにする。 
（２）本研究の研究対象である「みんなのデータサイト」に参加している方達が、どのように
放射線データ（放射性物質による土壌汚染に関するデータ）を生成し、科学的にも妥当性のあ
るデータとして情報発信しているのかを文献調査および聞き取り調査を通して明らかにする
（市民によって生成された放射線データの送り手分析）。 
（３）本研究の研究対象である「みんなのデータサイト」によって生成されたデータを「みん
なのデータサイト」の利用者がどのように日常生活のなかで活用しているのかを聞き取り調査
を通じて明らかにする（市民によって生成された放射線データの受け手・利用者分析）。 
（４）上記の研究で得た知見から、福島原発事故以降に市民によって生成された放射線データ
の社会的意義の一端を示す。 
 
３．研究の方法 
本研究の研究方法は文献調査と聞き取り調査（インタビュー）が中心となった。文献調査では
主に、日本のマスメディア（全国紙や地方紙といった新聞）、「みんなのデータサイト」の活動
を取り上げた雑誌記事、「みんなのデータサイト」のウェブサイトやブログ、「みんなのデータ
サイト」によってクラウドファンディングを通して 2018 年 11 月に発行された『図説・17 都県
放射能測定マップ+読み解き集–2011 年のあの時・いま・未来を知る』（みんなのデータサイト
出版：引用文献⑩）、「みんなのデータサイト」関係者が出版した書籍、比較対象としてのほか
の草の根放射線測定ネットワークに関する文献、政府や自治体といった公的機関の資料、その
他本研究と直接的間接的にかかわる二次資料・論文・書籍（引用文献②、③、④、⑤、⑥、⑦、
⑧など）などを中心に収集したうえで、それぞれ分析を行った。聞き取り調査では、東日本に
とどまらず全国各地を訪問し、「みんなのデータサイト」に参加する方々に加えて「みんなのデ
ータサイト」のデータの利用者に聞き取り調査を行うことができた。 
 
４．研究成果 
主な研究成果は以下の五点であった。 
（1）放射線測定を行う市民の方々ないし団体、および市民が生成した放射線データが日本の新
聞でどのように報じられてきたのかを明らかにした。調査開始時点の研究計画では福島原発事
故発生直後から 2016 年 3 月までの新聞記事を分析対象としていたものの、2016 年 3 月以降に
「みんなのデータサイト」の活動が各紙（とりわけ『朝日新聞』と『東京新聞』）に取り上げら
れたことから分析期間を変更した。加えて、研究成果（４）で後述するように、研究を進める
につれて、日本の新聞による放射線測定を行う市民と市民の生成した放射線データの表象を分
析するためには、日本の新聞が福島原発事故以前（とりわけ 1986 年に起きたチェルノブイリ原
子力発電所事故以降）に放射線測定を行った市民の方々ないし市民によって生成されたデータ
をどのように報じたかを検証する必要性があることがわかった（研究成果の一部は、[図書]②
で日本語にて報告した。その他の研究成果については、今後学術論文として報告する予定であ
る）。研究着手時から 2019 年度現在に至るまで、従来の福島原発事故の報道分析では放射線測
定を行う市民を対象とした研究はなかった。本研究によって、次第に国内外で注目を集めつつ
ある自らの手で放射線測定を行う市民や団体の研究に一定のインパクトを与えることができる
と思われる。 
 
（２）文献調査と聞き取り調査を通して、「みんなのデータサイト」の定めた放射線測定方法お
よび放射線データの発信方法の特徴を明らかにした。「みんなのデータサイト」は、ボランティ
アが土壌を採取するためのマニュアル『東日本土壌ベクレルプロジェクト 虎の巻』（以下、虎
の巻）をオンライン上で公表した。虎の巻の内容を科学のレトリック（Rhetoric of science）
の見地から検証することで、虎の巻の公表を通して「みんなのデータサイト」が自らのデータ



の科学的妥当性をどのように示そうと試みたかを明らかにした（[雑誌論文]③）。また、ボラン
ティアの方々が採取した土壌を市民が一定の厳格な基準で測定することで、どのようにそのデ
ータを科学的に妥当性のあるものとしようとしたのかも聞き取り調査などを通して明らかにし
た。また、「みんなのデータサイト」が生成した放射線測定データをどのように発信したかとい
うのも文献調査（ウェブ調査も含む）や聞き取り調査を通して明らかにした（これらの研究成
果の一部は[雑誌論文]①と③などで報告した）。今後の展望として、東日本土壌ベクレル測定プ
ロジェクトを終えたのちの「みんなのデータサイト」がどのように放射線測定にかかわってい
くのかを引き続き検証する予定である。 
 
（３）「みんなのデータサイト」のデータの利用者がどのようにデータを日常生活で活用してい
るのかの一端を明らかにした。研究開始の 2016 年度と同様、2019 年度においても放射線測定
を行う市民に関する研究の関心はもっぱら、情報の送り手である放射線データ生成者側だけに
向けられており、インターネット上で公開された測定データがそれらデータの利用者によって
日常生活の中でどのように活用されているかについては明らかにされていない。本研究では、
「みんなのデータサイト」に参加されている方々にご紹介をいただき利用者の方々に聞き取り
調査を行うことができた。残念ながら多くの方々に聞き取り調査を行うことは叶わなかったが、
これらの研究成果も放射線測定を行う市民の研究に貢献しうると思われる（研究成果について
は、今後学術論文として報告する予定である）。 
 
（４）「みんなのデータサイト」を含む福島原発事故後に生まれた放射線測定を行う市民の活動
を、チェルノブイリ原発事故直後に生まれた放射線測定を行う市民の活動の延長上に結びつけ
て検証する見方を提示した。従来の（とりわけ海外における）多くの研究では、政治や社会運
動にはほぼまったく関心のなかった市民が福島原発事故を契機として放射線測定活動に参加し
たという議論が多く見られた。本研究の聞き取り調査に協力してくださった研究参加者の方々
のなかにもそのような方がいらしたのは事実である。しかし、調査を進めていくにつれて、福
島原発事故以前（具体的に述べればチェルノブイリ原子力発電所事故以降）に生まれた国内の
放射線測定運動の活動が、福島原発事故後に生まれた放射線測定を行う市民の活動に与えた影
響についても検証する必要があることがわかった（引用文献⑧など）。近代日本史における歴史
叙述でも戦中と戦後を分断して歴史叙述を行う従来の方法に対して中村政則などが提示した貫
戦史（Transwar history）という捉え方（引用文献⑨など）があるが、これらの歴史叙述の仕
方を参考にしつつ、チェルノブイリ原発事故から福島原発事故後までの国内の放射線測定活動
の特徴を検証した。これらの研究成果は International Communication Association で報告し
た（[学会発表]①と②）。2019 年度においても、チェルノブイリ原発事故以降に生まれた放射
線測定を行う市民の研究と福島原発事故後に生まれた放射線測定を行う市民の研究の研究上の
分断は依然として存在している。今後、学会で得たフィードバックを生かして学術論文として
まとめる予定である。 
 
（５）福島原発事故後の市民のデータの社会的意義の一端を明らかにした。従来の研究では、
福島原発事故後に放射線測定を行う市民の社会的役割として、国家や地方自治体などがさまざ
まな理由により測定できなかった空間（スペース）や地点（スポット）の放射線のデータを生
成したという点が指摘されてきた。本研究ではそれに加えて、放射線測定を行う市民は自らの
手によるデータの生成とインターネットなどのメディアを活用した発信、共有、利用を通して、
オルタナティブな原発事故災害の時間（タイム）ないし持続期間（デュレーション）を構築す
るのに一定の役割を果たすことがわかった。本研究の成果も今後論文としてまとめる予定であ
る。 
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